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１．農山漁村からはじまるSDGs

２．事例に学ぶ、５つの環境のための
農山漁村×SDGsビジネスモデル

「売れれば売れるほどエコ」モデル

• 原材料の調達や生産工程などを環境配慮型にすることで、商品や
サービスの提供といった事業活動自体が、そのままSDGsに貢献する
こととなるCSV型のビジネスモデル。

「もったいない」モデル
• これまで廃棄していたり、未利用だったものを活用し、環境配慮型の商
品や材料、資源等として活用し、マイナスやゼロからプラスを生み出す
ビジネスモデル。

「コミュニティサポート」モデル

• 環境に良い取組を、全国のファンや地元地域などでサポートし、「買
う」から「参加」への変化なども織り込みながら、安定的な販売等を行
うビジネスモデル。

「みんなで取り組む」モデル
• 環境ブランド化や大規模な販路の確保など、個別対応が容易でない
事業を、産地などが一体となって取り組み、生産者等の負担を軽減し
ながら、プラスの効果を生み出すモデル。

「多角化」モデル

• 農産物や加工品の販売などに加え、さまざまな体験やレクチャー、交流
人口の創出、電力などを生み出すことにより、新たな収入源を創出する
ビジネスモデル。
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３．事業性を高めるヒント

取組をスタートさせる際の工夫

高く売るための工夫

安定的に売るための工夫

コストを下げるための工夫

資金調達のための工夫

４．SDGs達成に向けたヒント

環境負荷の低減から、環境貢献へ
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出典：Stockholm Resilience Centre (illustrated by Johan Rockstorm and Pavan Sukhdev, 2016)に加筆
(https://www.stockholmresilience.org/research/research-news/2016-06-14-how-food-connects-all-the-sdgs.html)

Sustainable Development Goals - 持続可能な開発⽬標 - とは、世界が抱える問題を解決
し、持続可能な社会をつくるために世界各国が合意した17の⽬標と169のターゲットです。

17のゴールを階層化したとき、⾃然資本や環境は他のゴールの⼟台となります。⾃然資
本や環境から⽣み出される様々なものを活かすことで、私たちの社会は成り⽴っており、
それらを持続可能なものとしなければ、他のゴールの達成は望めません。

農林⽔産業・⾷品産業は、利益の源泉を⾃然資本や環境に⼤きく依存しており、持続的
に発展するためには、⾃然資本や環境を維持・向上させていく必要があります。

これらのことから、農林⽔産業・⾷品産業において、環境問題への対応は、もはやコス
トではなく、事業の成⻑・発展に不可⽋な要素となっています。つまり、これからの農林
⽔産業・⾷品産業は、経済的な成⻑と同時に環境や⾃然資本の管理・増⼤をめざしていく
べきといえます。

※⾃然資本（ナチュラルキャピタル）：⾃然環境を国⺠の⽣活や企業の経営基盤を⽀える重要な資本の
⼀つとして捉える考え⽅。森林、⼟壌、⽔、⼤気、⽣物資源など、⾃然によって形成される資本のこと。
詳しくはこちら
→https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/s_keizai_renkei.html

１．農⼭漁村からはじまるSDGs
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農⼭漁村でSDGsに取り組む意義

⽇本の農⼭漁村には、SDGsの達成に資する再⽣可能エネルギーやバイオマス、在来作物
等の地域資源を豊富に有しています。それらの地域資源を活⽤し、SDGsに資する取組を⾏
うことで、以下のメリットが期待されます。

１，農⼭漁村の社会的価値の認知向上
農林漁業・⾷品産業が、SDGsに取り組み、積極的に発信をしていくことで、農⼭漁村の

持つ価値を都市部の消費者が認知し、購買活動等を通じた応援や地域・企業イメージの向
上につなげていくことができます。

２，新たなビジネスチャンス
SDGsに資する取組をきっかけに、他の産業や地域内での連携、新たな取引先等今までに

なかったパートナーシップが⽣まれたり、新たなビジネスチャンスの創出につながる可能
性があります。

３，取引先等からの要求への対応
近年、企業は環境への取組を経営理念そのものに組み込み、SDGsへの貢献を様々な形で

発信し、ESG投資*を呼び込む努⼒を⾏う⽅向に⼤きく転換しています。
農林⽔産業・⾷品産業においても、資⾦調達に影響するのみならず、ステークホルダー

の期待や要求に応えられずにビジネスチャンスを失ったり、サプライチェーンそのものが
構造変化し、参⼊できなくなったりする可能性も考えられます。

＊環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）に配慮している企業を重視・選別して⾏う投資。似たような概念と
して社会的責任投資（SRI）があるが、SRIが倫理的価値観に基づいた考え⽅であるのに対し、ESG投資は環境、社会、企業統治への配慮
が企業の持続的成⻑や中⻑期的収益につながり、⻑期的なリターンが期待できるという経済的価値観に基づいた考え⽅となっている。
出典：環境省「ZEB PORTAL ⽤語集」

環境のための農⼭漁村×SDGsビジネスモデルヒント集では、新しく取組を始める⽅々の
参考となるよう、環境も経済も良くする農⼭漁村での取組を収集し、５つのビジネスモデ
ルと、事業性を⾼めるヒントやSDGs達成に向けたヒントを整理しました。このヒント集を
活⽤して、⽇本の農⼭漁村の価値をさらに⾼める取組が進んでいくことを期待しています。
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２．事例に学ぶ環境のための農⼭漁村×SDGｓビジネスモデル①

「みんなで取り組む」モデル

ビジネスモデルの

ポイント 1

みんなで協⼒することで、
販路を拡⼤する・確保する

ビジネスモデルの

ポイント ２

みんなで設備や研究開発の
成果をシェアする
 加⼯施設や残渣物等を活⽤した発電施設など
は初期投資額が⼤きく、必要性があったとしても、
個々の⽣産者だけでは整備が容易ではないケー
スが⾒られます。また、研究開発や⼈材育成プロ
グラムの整備等についても同様の傾向があります。

 販路拡⼤と同様に、こうした設備投資等や研究
開発などについても、みんなで取り組むことによって、
その成果をシェアしている事例があります。

 環境に良い営農等をしていても、⼀⼈ひとりの⽣
産者が個々にその⼿間に⾒合った販路を⾒出し
ていくことは容易ではありません。

 このため、⽣産者同志が連携する、産地⼀体で
取り組む、あるいは農協等が旗を振ることにより、
個別では容易ではなかったブランド化や、取扱い
ロットの⼤きな店舗等への販売ルートの確保など
に取り組む事例が⾒られます。

環境への貢献に着⽬したブランド化や⼤規模な販路の確保など、個別対応が容易でない事業について、産地など
が⼀体となって取り組むケース。みんなで使う施設や研究開発成果などをシェアする事例も⾒られます。

産地が⼀丸となったブランド化で
新たな販路を拡⼤

⾃然栽培の農家と連携し
販路と付加価値を確保

地域で協⼒して、
⼟づくりと地産地消を推進
⼤分県⾅杵市 P.22岡⼭県⽊村式⾃然栽培実⾏委員会

P.20
滋賀県 P.19

 ⼤分県⾅杵市では、環境負荷の低
減や地域の⾵⼟・⾃然環境を守る
観点から有機栽培を推進している。

 平成22年度には、「⾅杵市⼟づくり
センター」を建設し「うすき夢堆肥」の
供給体制を整えるとともに、市内の
⼩・中学校の給⾷で使⽤する野菜の
約40％を地元産でまかなうなど、地
産地消の体制を整えている。

 NPO法⼈岡⼭県⽊村式⾃然栽培
実⾏委員会では、肥料・農薬・除草
剤を使⽤しない⽶づくりを推進する約
100⼾の農家と協業している。

 JAや販売会社等と連携することで、
⽥植え時点でほぼ全量の買い⼿を
確保するとともに、各農家から⾼い単
価で仕⼊れる仕組みを構築している。

 滋賀県では、 「環境こだわり農産物」
認証を推進。⽔稲の作付⾯積の
44%が対象となっている。

 2019年から、より⼀層の「ブランド⼒
向上、消費拡⼤、環境負荷の低減」
にむけ、「オーガニック近江⽶」としてブ
ランド化する取組をスタート。

 産地が⼀丸となった県外PRや、産地
としての取扱いロットの拡⼤により、従
来は提供できなかった量販店など、
新しい販路の開拓にもつなげている。

オーガニック近江⽶ ⾃然栽培⽅式による⽔⽥

「みんなで取り組む」 モデルのイメージ

￥

産地⼀体の取組、農協など

取扱ロットの⼤きい
流通事業者等

環境に配慮した
購⼊者

原材料
製品

仕⼊
代

環境に配慮した
電⼒事業者等

￥
電⼒等 代⾦

⼀⼈ひと
りの取組
だけだと
限界も。

環境に良い
取組は⼿間
やコストが
かかる。

環境に配慮した
⽣産事業者

参 画 参 画 参 画

設備投資
（発電）

設備投資
（加⼯等） ブランド化

販路拡⼤

￥
購⼊農産品

製品

￥購⼊

農産品
製品

農産品 農産品 農産品

“有機の⾥”として地域をPR

6
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２．事例に学ぶ環境のための農⼭漁村×SDGｓビジネスモデル②

「コミュニティサポート」モデル

ビジネスモデルの

ポイント 1

“ファン予備軍”を⾒つけ、
情報を発信する

ビジネスモデルの

ポイント ２

ファン・コミュニティの⼒で
ビジネスにプラスを⽣みだす
 環境や、健康、安⼼といった⾷に関わる価値の
発信に加え、農作業や⽣態系を守る活動の体
験機会の創出などにより、購⼊層とのつながりを
醸成しましょう。

 購⼊者層のファン・コミュニティ化により、事前予約
販売やオーナー制などにもつなげ、売上の安定化
や販売価格の向上に繋げている事例もあります。

 環境に良い取組に共感する⽅々は相当数いる
はずですが、⽣産現場からは、その⼈たちの「顔」
が⾒えにくいのも実情です。

 ヒントは⾝近なところにもあります。これまでの販売
先や問合せ先のリストなどを活⽤して、あなたの
取組のファン予備群を“⾒える化“してみましょう。
また、WEBサイトやSNSでの情報発信などにより、
継続的なコミュニケーションを⾏いましょう。

環境に良い取組を、全国や地元地域のファン・コミュニティなどがサポートするビジネスモデル。環境⾯での活動に加え、
共感を育むコミュニケーションに取り組むことで、売上の向上・安定化など、ビジネス⾯でのプラスを⽣みだそう。

ファンとのコミュニケーションにより、
ゆずや果汁の完売が続く

ファンを増やして、
⽣き物を育む棚⽥を守る

⽣物多様性への共感を
育みやすい施設へ販路を拡⼤
佐護ヤマネコ稲作研究会 P.21越後妻有⾥⼭協働機構 P.16国造柚⼦⽣産組合 P.16

 ⻑崎県対⾺市の佐護ヤマネコ稲作
研究会は、絶滅が危惧されるツシマ
ヤマネコの⽣息環境を守るため、減
農薬栽培による⽶づくりを⾏っている。

 ⽣産されたヤマネコ⽶は、全国のヤマ
ネコがいる動物園など、野⽣動物の
保全に向け、共感を抱きやすい施設
へと卸売先を広げており、通常より⾼
い価格で販売されている。

 ⾏政・地域住⺠と協働で「⼤地の芸
術祭」を開催している、NPO法⼈越
後妻有⾥⼭協働機構では、2003
年から棚⽥バンクの取組を始めている。

 芸術祭との連携により関⼼の輪を拡
げるとともに、⽥植えや稲刈りといった
体験イベントの実施などにより、全国
の中でも、⾥親数・耕作⾯積が最も
多い棚⽥オーナー制度となっている。

 ⽯川県能美市国造地区では、有機
栽培のゆずをテーマとした地域おこし
を⾏っている。

 同地区のゆずのファン組織をつくるとと
もに、情報発信や農業体験、ゆずこ
しょう等の調理体験を推進したところ、
個⼈消費者、事業者が増加し、近
年ゆずや果汁の完売が続いている 。

無農薬でつくるゆず ⽣きもの調査の様⼦稲刈り体験などによりコミュニティづくりを推進

「コミュニティサポート」 モデルのイメージ

環境に配慮した
⽣産事業者等

￥

情報、価値観

農産品
製品

購⼊者

販売等事業者

環境に配慮した
⽣産事業者等

購⼊者

販売等事業者

コミュニ
ティ化

事前予約販売、
オーナー制など

情報、価値観

￥

体験

参加

農産品
製品
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２．事例に学ぶ環境のための農⼭漁村×SDGｓビジネスモデル③

「もったいない」モデル

ビジネスモデルの

ポイント 1

“もったいない”を発⾒する

ビジネスモデルの

ポイント ２

新しい技術やアイデアなどに
アンテナを張っておく
 新たな技術がきっかけとなって、これまで廃棄せざ
るを得なかったもの、未活⽤のものから“価値が⽣
み出された例は数多くあります。常にアンテナを張
るとともに、採算性等に配慮しながら、こうした技
術を持つ事業者との連携、⾃組織内での活⽤な
どを検討してみましょう。

 また、技術⾰新に加え、発想の転換によって、価
値を創造した例もあります。アイデアも⼤事︕

 せっかく⽣産したものの価値は最⼤限⽣かしたい
もの。廃棄せざるを得ないものが⼤量に出ると、
経済⾯、環境⾯双⽅においてマイナスが⽣じます。

 市場に流通させにくい規格外の農産物、⾷品加
⼯や販売の際に出てくる残さ物、間伐材など、現
在コストをかけて廃棄しているもの、活⽤されてい
ないものなどを、改めてチェックしてみましょう。

これまで廃棄していたり、未利⽤だったものを活⽤し、環境配慮型の商品や材料、エネルギーなどを⽣み出すビジネス
モデル。環境⾯、経済⾯でのマイナスをプラスに転じるために、新たな技術やアイデアを活⽤しよう。

廃棄物処理されていた、ながいも
⾮⾷⽤部を活⽤して発電

昆⾍テクノロジーで
畜産糞尿を商品に

間伐材を「⽊のストロー」として
商品化

株式会社アキュラホーム P.15株式会社ムスカ P.22JAゆうき⻘森 P.13

 ⽊造注⽂住宅を中⼼とした住宅メー
カーである株式会社アキュラホームは、
間伐材のカンナ削りによる「⽊のスト
ロー」を開発・⽣産・販売している。

 これまで焼却等されていた間伐材を
活⽤し⼟に戻るストローを提供するこ
とで、環境への負荷が⼤きなプラス
チックの代替を図るとともに、森林環
境の保全にもつながる。

 株式会社ムスカでは、選別交配され
た「イエバエ」を使うことで、1週間程
度で家畜糞尿を良質な有機肥料や
飼料へと変えるバイオマスリサイクルシ
ステムを開発した。

 イエバエの幼⾍を乾燥させ飼料化す
るとともに、幼⾍の排泄物を肥料化す
るなど、⽣物の機能に着⽬した再⽣
可能な循環システムとなっている。

 JAゆうき⻘森は、国内有数のながいも
出荷量を誇る。⼀⽅、選果場では先
端部や傷んだ部分が年間1,500トン
発⽣して多額の処理費が発⽣していた。

 このため、継続的に⼤学や⺠間企業と
研究を進め、残さのメタン発酵で得る
バイオガスで発電するプラントを建設、
売電収⼊により廃棄物処理費削減を
⽬指すことにした。

ながいも残さを活⽤したバイオマス発電所 森林の持続性を⾼める資⾦循環イエバエによるバイオマスリサイクルシステム

「もったいない」 モデルのイメージ

⽣
産
者
等 ￥

処理費

廃棄物
処理

事業者等

⽣
産
者
等 ￥

原材料 事
業
者 ￥

製品

⼀般
事業者等

⽣
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者
等
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代⾦

⼀般
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ア
な
ど
の
導
⼊

代⾦

ケース１：新しい技術・アイデアを持つ事業者と提携し、⽀出を収⼊に変える

ケース２：新しい技術・アイデアを⾃ら採⽤し、⽀出を収⼊に変える

⽀出を収⼊に変える

購⼊者

購⼊者

捨てずに、
活⽤できな
いかなぁ。

購⼊者
￥
代⾦
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２．事例に学ぶ環境のための農⼭漁村×SDGｓビジネスモデル④

「多⾓化」モデル

ビジネスモデルの

ポイント 1

⾃らの活動や地域の良さを
棚卸ししよう

ビジネスモデルの

ポイント ２

みんなで設備や研究開発の
成果をシェアする
 「もったいない」モデルでも触れたように、今まで廃
棄せざるを得なかったものや、低未利⽤だった資
源を活⽤し、新たな収⼊源にしている例も⾒られ
ます。

 特にエネルギー分野での取組が多く、⽤⽔路を活
⽤した⽔⼒発電や、農地の上の空間を使った営
農型太陽光発電などの例があります。

 近年、環境に関わる活動への関⼼が広がりを⾒
せています。体験や学びの機会の提供など、気候
変動や⽣態系の維持・創出につながる実践的な
取組の価値を、農産品以外のかたちで提供し、
収⼊の多⾓化につなげている例が⾒られます。

 また、農村等が持つ魅⼒を伝えることで、観光や
研修など、新たな収⼊源を作り出している取組も
あります。

農産物や加⼯品の販売などに加え、さまざまな体験やレクチャー、交流⼈⼝の創出、電⼒などを⽣み出すモデル。
環境⾯の価値をさまざまな形で訴求し、相乗効果を⽣みだそう。

環境貢献活動などで
交流⼈⼝を育む

環境配慮型のエネルギー事業と
有機栽培との両⽴

⽣き物を育む
⽥んぼ”体験”を提供

NPO法⼈かわごえ⾥⼭イニシアチブ
P.15

⼆本松有機農業研究会 P.14⼀般社団法⼈ ふるさと屋 P.18

 NPO法⼈かわごえ⾥⼭イニシアチブ
は、埼⽟県川越市にある1.6町歩の
⽥んぼをシェアして、無農薬・ 無化学
肥料による⽶づくりを⾏っている。

 会員制を採⽤し、⽶の頒布費に加え
て、会員から徴収する⼊会費・年会
費、「⽣きもの育む⽥んぼプロジェク
ト」参加費などを得ている。

 ⼆本松有機農業研究会は、1978
年から環境負荷の少ない農業を実
践してきた。2018年には、⼤⾖畑を
活⽤した営農型太陽光発電事業を
開始し、環境配慮型のエネルギー事
業と有機栽培とを両⽴している。

 なお設備投資にあたっては、銀⾏融
資に加え、サポーター56⼈からの寄
付を得ている。

 三重県多気町勢和地区の（⼀
社）ふるさと屋では、⽤⽔路を使った
⼩⽔⼒発電などを活⽤し⼩型EVを
運⽤し、農村福祉事業（農村内の
定期巡回、⾼齢者や⼦供の⾒守り、
獣害パトロールなど）を実施している。

 加えて、こうした取組に対する視察ツ
アー等を取り込み、研修費やオリジナ
ル商品の販売などを収⼊源とし、農
村福祉事業へと還元している。

先進的な取組を⾏い視察者を増やしている ⼤⾖畑に設置された太陽光パネル

「多⾓化」 モデルのイメージ

様々な活動を⾏い普及啓発しながら収⼊を確保

⽣
産
者
︑事
業
者
等

農産品
製品

￥
購⼊者

購⼊

⽣
産
者
︑事
業
者
等

農産品
製品

￥

購⼊者

購⼊

電⼒事業者等

体験、学びなどサービス

￥ 対価

￥ 代⾦

電⼒等
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２．事例に学ぶ環境のための農⼭漁村×SDGｓビジネスモデル⑤

「売れれば売れるほどエコ」モデル

ビジネスモデルの

ポイント 1

環境に配慮した⽣産や調達
を⾏う

購⼊者

製品

￥

￥

事業者等
（仕⼊、製造・販売）

環境に配慮した
⽣産事業者

環境に配慮した
⾃社⽣産

原材料
商品

仕⼊
代

購⼊
エッセーや
動画などによる
メッセージ、
データ、認証な
どを発信

事業者や
⽣産者な
どの活動
に共感

原材料
商品

環境に配慮した
電⼒事業者等

￥電⼒
等 代⾦

信頼感
ファン意識
応援意識

ビジネスモデルの

ポイント ２

環境への貢献を伝え、魅⼒
を⾼め、顧客を掴む
 環境に良い取組を購⼊者などにわかりやすく伝え
ることが、⽣産物や製品等のファンの獲得、そして
継続的な売上の拡⼤・安定につながります。

 具体的には、エッセーや動画などを活⽤したメッ
セージの発信、わかりやすく事実を伝えるデータや
数字の活⽤、認証・マークの取得などの⽅法があ
ります。

 環境に良い⽣産や調達を⾏うことで、持続可能
性に配慮した製品等を提供するビジネスモデル。

 具体的には、⽣物多様性や気候変動に配慮し
た農産物や原材料、⾃然再⽣エネルギーなどの
⽣産・調達を⾏い、ビジネスを通じた取組を応援
していく。

環境へのこだわりを潜在的な購⼊者層へ積極的に伝えていくビジネスモデル。⾃分たちの取組が普及すればするほど、
SDGsの達成につながるという好循環を⽣み出していこう。

より多くのCO2を⼟壌に戻す
環境再⽣型のビール

ぶどう畑として活⽤することで
⽣物多様性が回復

CO2排出権の販売により
森林の持続可能性を確保
熊本県⼩国町 P.21キリンホールディングス株式会社、

メルシャン株式会社P.17
パタゴニア・インターナショナル・インク⽇本⽀社

P.２４

 アウトドア⾐料品を取扱うパタゴニア
の⾷品事業「パタゴニア プロビジョン
ズ」では、⼟壌中の炭素固定につな
がる多年⽣穀物「カーンザ」を原材料
としたビールを開発・販売している。

 「カーンザ」の栽培⾯積が増えるほど、
炭素固定が進むという、環境再⽣型
ビジネスモデルを推進している。

「カーンザ」を原材料としたビール 森林の持続性を⾼める資⾦循環草地に近い環境が⽣物多様性を育む

「売れれば売れるほどエコ」 モデルのイメージ

10
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 森林が約8割を占める熊本県⼩国
町では、2010年に森林吸収クレジッ
トを取得し、CO2排出量を減らしたい
企業や団体へ販売している。

 排出権の販売により得た収⼊は、森
林の維持管理に活⽤されるなど、持
続性を⾼める循環モデルとなっている。

 メルシャンでは⻑野県上⽥市に椀⼦
ヴィンヤードを2003年に開場した。

 ワイン⽤のブドウは垣根栽培であり、
適度に下草を⽣やすよう維持管理す
る必要がある。この環境が従前の耕
作放棄地の状態に⽐べ、⽣物多様
性の向上に寄与しており、希少種を
含む昆⾍168種、植物258種が確
認されている。



３．事業性を⾼めるヒント

全国の先⾏的な事例から学ぶ、環境とビジネスの好循環を⽣みだすための着眼点や⼯夫
を紹介します。

取組をスタートさせる際の⼯夫
環境に良い取組は、⼿間がかかる、規格外品が増えるなど効率が劣る、原材料の仕⼊れ

単価が割⾼といったコスト⾯での課題を抱えるケースが少なくはありません。こうしたこ
とから、継続性の⾼い取組を実現するには、事業の初期段階から買い⼿との関係を築き、
販路を確保していくことが有効な⼿⽴てのひとつとなります。

事例では、⽣活者に近い事業者（流通・販売、飲⾷など）と、⽣産事業者
が協⼒して「売れる」仕組みを構築し、事業を推進・拡⼤している取組が⾒られます。

【関連する主な事例】

 価値観を訴求し⽥植え時点で販路を確保：NPO法⼈岡⼭県⽊村式⾃然栽培実⾏委員会
 社員の環境活動を商品開発に活かす：株式会社岩⽥屋三越
 「販売」側が取り組む循環型農業：株式会社セブン＆アイ・ホールディングス

⾼く売るための⼯夫
事業の継続性を⾼めるたには、販路の確保にプラスして、農産品や製品の付加価値を向

上を向上させ、より⾼く販売することが重要となります。
事例の中では、六次産業化などの取組に加え、認証制度の活⽤、ブランド化、指標・数

値を活⽤した価値の可視化などにより、共感や理解を育む⼯夫が⾒られます。

【関連する主な事例】

 オーガニック⽶に付加価値をつける/近江⽶振興協会ほか
 ヤマネコ保護への共感で販路を確保する/佐護ヤマネコ稲作研究会
 ⽣産者の”哲学”を可視化する/株式会社電通

8



安定的に売るための⼯夫
継続的に事業を安定させるためには、常に新規顧客ばかりを相⼿とするのではなく、⼀度

つながりをもった購買者層をリピーターへと変えていく視点が重要となります。
ヒント集で紹介する取組の中には、環境貢献への共感や地産地消などをキーとしたファ

ン・コミュニティが形成されている例が多くみられます。こうしたコミュニティを安定顧客
化するとともに、予約購買（オーナー制度など）や地元産品の優先購買などを推進すること
で、売上や利益を早期に確定させ、安⼼して⽣産等に取り組むことのできる環境をつくるこ
となどが考えられます。

【関連する主な事例】

 価値の発掘・創出により、作物の多様性を守る/⼭形在来作物研究会
 ファンを増やして棚⽥を守る/NPO法⼈越後妻有⾥⼭協働機構
 農薬不使⽤ゆずのファンを組織化する/国造柚⼦⽣産組合
 共感を育み、在来野菜種の保全につなげる/あいち在来種保存会
 「ほんまもん農産物」を地域で⾷べる/⾅杵市有機農業推進室

研究会というかたちで、在来作物のファンを結びつける
（⼭形在来作物研究会）

⽣産物に加え、体験機会などを提供し、コミュニティを醸成する
（あいち在来種保存会）
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コストを下げるための⼯夫
“もったいない”モデルにもあるように、新たな技術の活⽤や提供先の変更などにより、

これまで廃棄物としてコストをかけて処理せざるを得なかったものを収⼊に変え、採算性
の向上と環境への配慮とを両⽴している事例が⾒られます。

また、これらに資する施設の導⼊などにあたっては、“みんなで取り組む”モデルのように、
共同化やリースの導⼊を図り個々の事業者の負担を軽減することも考えられます。

【関連する主な事例】

 廃棄されていた ながいも⾮⾷⽤部を電気に変える/JAゆうき⻘森
 昆⾍テクノロジーで畜産糞尿を商品に/株式会社ムスカ
 ⾦融機関が循環型経済をプロデュース/⿅児島銀⾏

資⾦調達のための⼯夫
エネルギーやリサイクル、⾷品加⼯等の分野では、環境貢献型事業を⾏うにあたり、

個々の事業者の⾃⼰資⾦のみでは容易ではない設備投資が必要となるケースがあります。
国際的にもESG投資の投資額が拡⼤する中、環境融資などの⾦融商品を準備している⾦

融機関も全国で増えつつあります。
また、近年クラウドファンディングなど、資⾦調達⼿法の多様化も進んでいます。事例

においても、サポーターによる寄付を活⽤しつつ営農型太陽光発電のための設備を整備し
た取組がみられるなど、共感をベースに幅広い⽅々の協⼒や参加を得る可能性も広がって
います。

【関連する主な事例】

 再造林費⽤を上乗せし地元材を買い取る/北都銀⾏
 サポーターの⼒で営農型太陽光発電の設備投資を実現/⼆本松有機農業研究会
 環境ビジネスを成⻑産業ととらえて後押し/滋賀銀⾏
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４．SDGs達成に向けたヒント

SDGsは2030年までに達成すべき⽬標群です。この実現に向けて、取組をより積極的に進
めるためのヒントを、事例の中から紹介します。

“環境負荷の低減”から、環境貢献へ
気候変動に対応するパリ協定の実現に向け、⼤気中の⼆酸化炭素等をより積極的に回収

し、⼟壌中に定着させる⼿法について、社会的な関⼼が集まっています。
⼀次産業の分野であれば、⽔⽥・畑など農地は、管理⽅法によっては、⼟壌中の炭素を

増加させることにつながり、吸収源として貢献できる可能性を有しています。また植物の
幹や根などに、より多くの炭素を固着しながら、農産物を⽣産する品種や技術の開発など
も進んでいます。

⽣物多様性の⾯でも同様に、「いかに環境への影響を⼩さくするか」から、農業を⾏う
ことを通して「いかに⽣態系を豊かにするか」へと、より積極的な取組が⾒られます。

参考となる事例
 農地の維持管理の⼯夫で⽣物多様性を向上/キリンホールディングス株式会社・メルシャン株式会社
 調達から世界を変える/パタゴニア・インターナショナル・インク⽇本⽀社

環境に良い“エコひいき”を
環境に良い取組の継続性を⾼めるポイントの⼀つは「⾼く売ること」。逆に⽣産者等か

ら「⾼く買うこと」で、取組を推進している事例も多く⾒られます。
具体的には、環境への影響が⼩さな⽅法で栽培された⽶などの農産物を⾼く買い取る取

組、森林の間伐材について平均的な単価に対して再造林費⽤等を追加した価格で発電⽤燃
料として買い取る取組などが⾒られます。

参考となる事例
 再造林費⽤を上乗せし地元材を買い取る/北都銀⾏
 「⿂のゆりかご⽔⽥⽶」をJAが⾼く買い取る/滋賀県
 ⾦融機関が循環型経済をプロデュース/⿅児島銀⾏

11



12

ページ展開エリア タイトル 事業主体
13 ⻘森県 廃棄されていたながいも⾮⾷⽤部を電気に変える JAゆうき⻘森 ほか

13 秋⽥県 再造林費⽤を上乗せし県内チップを買取る 北都銀⾏ ほか

14 ⼭形県 価値の発⾒・創出により、作物の多様性を守る ⼭形在来作物研究会

14 福島県 サポーターの⼒で営農型太陽光発電の設備投資を実現 ⼆本松有機農業研究会

15 埼⽟県 ⽣き物を育む⽥んぼ”体験”を提供する NPO法⼈かわごえ⾥⼭イニシアチブ

15 神奈川県間伐材をストローとして商品化する 株式会社アキュラホーム

16 新潟県 ファンを増やして棚⽥を守る NPO法⼈越後妻有⾥⼭協働機構

16 ⽯川県 農薬不使⽤ゆずのファンを組織化する 国造柚⼦⽣産組合

17 ⻑野県 農地の維持管理の⼯夫で⽣物多様性を向上 キリンホールディングス株式会社
メルシャン株式会社

17 愛知県 共感を育み、在来野菜種の保全につなげる あいち在来種保存会

18 三重県 環境貢献活動で交流⼈⼝を育む ⼀般社団法⼈ふるさと屋

18
滋賀県
ほか 環境ビジネスを成⻑産業ととらえて後押し 滋賀銀⾏

19 滋賀県 「⿂のゆりかご⽔⽥⽶」をJAが⾼く買い取る 滋賀県

19 滋賀県 産地⼀体でのブランド化で価値を上げる 近江⽶振興協会 ほか

20 岡⼭県 価値観を訴求し⽥植え時点で販路を確保 NPO法⼈岡⼭県⽊村式⾃然栽培
実⾏委員会/株式会社やまと

20 福岡県 社員の環境活動を商品開発に活かす 株式会社岩⽥屋三越

21 ⻑崎県 ヤマネコ保護への共感で販売先を確保する 佐護ヤマネコ稲作研究会

21 熊本県 森林の⼒を経済価値に変える 熊本県⼩国町

22 ⼤分県 「ほんまもん農産物」を地域で⾷べる ⾅杵市有機農業推進室

22 宮崎県 昆⾍テクノロジーで畜産糞尿を商品に 株式会社ムスカ

23 宮崎県 ⼩⽔⼒発電の利益で⽔路を維持管理 ⼤⼈発電農業協同組合

23 宮崎県 ⽣産者の”哲学”を可視化する 株式会社電通

24 ⿅児島県⾦融機関が循環型経済をプロデュース ⿅児島銀⾏

24 全国 調達から世界を変える パタゴニア・インターナショナル・インク
⽇本⽀社

25 全国 種⽷で環境貢献と資⾦捻出を両⽴ 海の森づくり推進協会

25 全国 「販売」側が先導する循環型農業 セブンアンドアイ・ホールディングス

５．取組事例

目 次



 JAゆうき⻘森は、国内トップレベルのながいも出荷量を誇る農協である。秋もしくは春に収穫されるなが
いもを冷蔵庫等で保管し、洗浄・出荷することで、⼀年を通じて市場に供給できる体制が整っている。

 ⼀⽅、出荷の段階で、ながいもの切り落とされた先端部や傷んだ部分などの残さが年間1,500トン発⽣し、
それを廃棄物処理委託することで年間2,000万円超の処理費がかかっていた。

 このため、残さを原料としたメタン発酵によって廃棄物を⾃ら処理し、燃料となるバイオガスを得て発電
することで、売電収⼊により廃棄物処理費⽤を削減する仕組みを構築した。

 JAゆうき⻘森にとっては、設備賃借料からガス販売代⾦を引いた差額が実質的なながいもの処理費⽤とな
り、従来の処理費⽤の約3分の1程度を削減することが⽬標である。⽣産者が個⼈で発電設備を導⼊するの
は容易ではなく、本事業はある程度の規模を持つJAならではの事業と⾔える。

 JAゆうき⻘森所有地を借りて、再エネ・ベンチャーの株式会社イーパ
ワー、⽇⽴グリーンエナジー株式会社等の⺠間企業が共同出資して新設
した合同会社がバイオガス発電プラントを建設した。

 完成したプラントは合同会社からJAゆうき⻘森に対して、保守管理契約
付きで賃貸。JAゆうき⻘森はこのプラントでながいも残さの⾃家処理を
⾏う。合同会社は発電した電気を固定買取制度により東北電⼒に売電し、
その⼀部をガス代⾦としてJAゆうき⻘森に⽀払う仕組みである。

ながいも残さを活⽤したバイオマス発電所

 秋⽥県の⾯積の約7割を森林が占めている。⼀⽅、間伐材からの未利⽤材は森に廃棄され、植樹の阻害や
⼟砂崩れの原因となっていた。このため、地元企業であるユナイテッド計画株式会社が中⼼となって、産
学官⾦からの⽀援を受けつつ研究会を発⾜。県外企業の参画も得て、新たな事業会社（ユナイテッドリ
ニューアルエナジー株式会社）を設⽴し、⽊質バイオマス発電所を建設した。2016年に事業を開始し、
県内で発⽣する間伐材の有効活⽤で再⽣可能エネルギーを⽣みだしている。

 株式会社北都銀⾏では、企画段階から事業に関与するとともに、グループの株式会社新⽣銀⾏の協⼒のも
と、地元⾦融機関など計9 社が参加する“オール秋⽥”型のシンジケートローン（協調融資）を組成した。

 同取組は、秋⽥県の林業全体の活性化につながっており、荒廃していた森林も適切な管理が⾏き届くよう
になってきている。またバイオマス発電所をより有効利⽤するため、チップの増産に向け県内に2件の
チップ⼯場が新設されている。

 本発電事業は固定価格買取制度の活⽤により、20年間の安定収⼊を確保
し、経済波及効果は約500億円、雇⽤は4,700⼈以上となる⾒通しである。

 原料となるチップの約7割は秋⽥県産未利⽤⽊材。買い取り価格は、全国
平均価格に再造林費⽤等を追加した価格に設定。

 総事業費126億円のうち総額106 億円を北都銀⾏が中⼼となったシンジ
ケートローンにより融資。 秋⽥市向浜の⽊質バイオマス発電所
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SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

規格外農産物など、農業⽣産の現場の“ロス”を有効活⽤しよう。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

⻘森県JAゆうき⻘森
廃棄されていたナガイモ⾮⾷⽤部を
電気に変える

事業主体 展開エリア

秋⽥県北都銀⾏再造林費⽤を上乗せし地元材を買取る

地元で資⾦を循環させることで、地域課題を解決しよう。ヒント！



 ⼭形在来作物研究会は、県内の在来作物に光を当て，現代における新たな価値を発掘することを⽬的に、
主に⼭形⼤学農学部の教員有志で発⾜した。在来作物の保全に関するフォーラムの開催や研究会誌の発⾏、
地域の在来作物の現状調査、書籍の執筆・監修・発刊、⾃治体などへの提⾔・助⾔等を⾏っている。

 同研究会ではこうした活動を通して、作物品種の多様性と⾷⽂化の維持・継承を⽬指している。

 積極的な価値発掘・創出は、社会からも評価されており、新しい⾷⽂化を切り開
いたとして「辻静雄⾷⽂化賞」受賞、鶴岡市の「ユネスコ⾷⽂化創造都市」認定
理由の⼀つ（市内に50種類以上の在来作物があること）などに結実している。

 在来作物を守るために、同研究会では、在来作物の価値の発掘・創出を重視し、
調査事業に加え、創造的なコトおこしやそのメディア発信等に取り組んでいる。

 具体的には、公開フォーラムの開催と研究会誌SEEDの発⾏、⼭形新聞での連載
と出版化（「「どこかの畑の⽚すみで」」）、同研究会設⽴メンバーでもある
鶴岡市のイタリアンレストラン「アル・ケッチァーノ」の奥⽥政⾏⽒によるメ
ニュー開発、ドキュメンタリー映画化などに取組んでいる。

 こうした積極的な“攻め”の取組により、同研究会はその認知度を⾼めており、
在来作物の現状調査への⽀援や委託費、会員からの年会費（会員360名程度）等、
活動費の継続的な獲得へとつなげている。

公開フォーラムのフライヤー

 ⼆本松有機農業研究会は、1978年から環境に負荷をかけない有機農業を実践してきた。東⽇本⼤震災を
経験を通して、再⽣可能エネルギーの重要性を再認識し、2018年8⽉に⼤⾖を有機栽培している農地を活
⽤した営農型太陽光発電事業を開始した。

 現在では、太陽光パネルを990枚設置し、環境配慮型のエネルギー事業と有機栽培を両⽴した事業を展開。

 主な収⼊は、農産物販売⼿数料と太陽光発電による売電収⼊。太陽光
発電については、全量、固定買取制度を活⽤して売電している。

 営農型太陽光発電の設備費⽤を集めるため、サポーターを募集。 サ
ポーターからの寄付により、パネル165枚の購⼊費分の資⾦を調達（残
りは銀⾏からの融資）。

 営農型太陽光発電の設備投資は多額に及ぶことから、復興⽀援NPOに相談したところ、サポーター募集
の提案があり、実施。56⼈の賛同を得て、プロジェクトが⼤きく前進した。これらの活動が広く知られ
るようになり、銀⾏の融資へとつながった。

 現在、売電収⼊は同会の事業の安定化に⽋かせないものとなっている。

⼤⾖畑に設置された太陽光パネル
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SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

環境に良い「価値」を発⾒しよう。新しく⽣み出そう。そして発信しよう。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

⼭形県⼭形在来作物
研究会

価値の発掘・創出により、作物の多様性を守る

事業主体 展開エリア

福島県⼆本松有機農業
研究会

サポーターの⼒で営農型太陽光発電の
設備投資を実現

サポーターを⾒つけて、初期投資を軽減しよう。ヒント！

環境に配慮した電⼒事業などにより、収⼊の多⾓化を図ろう。ヒント！



 NPO法⼈かわごえ⾥⼭イニシアチブは、埼⽟県川越市福⽥地区にある1.6町歩の⽥んぼ(Co江⼾かわごえ初
雁の⾥)をシェアして、無農薬・ 無化学肥料による⽶づくりを⾏う「⽣きもの育む⽥んぼプロジェクト」
を実施。

 ラムサール・ネットワーク⽇本が愛知⽬標達成（COP10）のための活動⽬標として掲げた「⽥んぼの⽣物
多様性向上10年プロジェクト」の⾏動計画のうち、①⽔⽥の⽣物多様性の普及と価値を伝える、②⽣物多
様性の向上対策、③農薬によらない農法について活動を⾏っている。

 ⽣きものを育む稲作に徹底的に取り組むことで、国連⽣物多様性の10年⽇本委員会の認定連携事業、彩の
国埼⽟環境⼤賞、⽣物多様性アクション⼤賞などの社会的な評価を得ている。これにより、理解と活動の
輪が徐々に広がり、会員数の増加や、寄付⾦の増加につながっている。

 無農薬・ 無化学肥料による⽶づくりのため、慣⾏栽培と⽐較して⼿間
がかかり収量が安定しにくいことから、会員制を採⽤。⽶の頒布費に
加えて、会員から徴収する⼊会費・年会費、「⽣きもの育む⽥んぼプ
ロジェクト」参加費などを得ている。

 ⽥んぼソムリエを講師とした「⽥んぼ⽣きもの観察会」を毎年開催し、
楽しみながら⽣物多様性の調査を⾏うなどの体験型のイベントを数多
く実施している。

かわごえ⾥⼭イニシアチブの活動概要
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 ⽊造注⽂住宅を中⼼とした住宅メーカーである株式会社アキュラホームは、間伐材のカンナ削りによる
「⽊のストロー」を開発・⽣産・販売している。2019年には開発に協⼒していたホテルが使⽤を開始し、
以降、飲⾷店などを中⼼に活⽤の輪が広がっている。

 ⼟にかえる「⽊のストロー」は 、海洋プラスチックや焼却による温室効果ガスの排出など、プラスチッ
ク利⽤に関わる環境問題の解決に直結するとともに、間伐材の利⽤により森林環境の保全にもつながる。

 これまで焼却等されていた間伐材を活⽤し、プラスチックの代替品を製造している。実際に消費者等から
選択され得る価格を⽬指すために、福祉分野との連携を図るなどの⼯夫も⾏っている。

 その地域とゆかりのある⽊を使⽤し、地域の障がい者が製造を担い、
地域内で⽊のストローを導⼊・消費していくというモデルを2019年
11⽉に横浜市と共に発表している。

 具体的には、⼭梨県道志村内の横浜市が保有する⽔源林の間伐材を
原材料とするとともに、横浜市内企業の障がい者がカンナ削りによ
る⽣産を⾏っている。

 ストローの地産地消を推進すべく、横浜市内のホテルや店舗・飲⾷
店等へ、広く普及・拡⼤を進めており、1本50円で販売している。

間伐材で作った⽊のストロー

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

環境に貢献する「体験」を提供しよう。「⾃然サービス業」としての価値を提供しよう。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

埼⽟県NPO法⼈かわごえ
⾥⼭イニシアチブ

⽣きものを育む⽥んぼ”体験”を提供する

事業主体 展開エリア

神奈川県株式会社
アキュラホーム

間伐材をストローとして商品化する

⽣産現場での廃棄される資源を収⼊に変えよう。ヒント！



 NPO法⼈越後妻有⾥⼭協働機構では、2000年からアートによる地域づくりを⽬指し、⾏政・地域住⺠と
協働で「⼤地の芸術祭」を開催している。これがきっかけとなり、新潟県⼗⽇町市松代地域の棚⽥が過疎
と⾼齢化により消滅の危機に瀕していることを知り、2003年から「まつだい棚⽥バンク」の取組を始めた。

 2020年1⽉現在、耕作⾯積は約100,000㎡に広がり、全国の中でも、⾥親数・耕作⾯積が最も多い棚⽥
オーナー制度となっており、⽣態系の維持・保全とともに、持続可能な中⼭間地域の形成などに貢献して
いる。

 同法⼈では、棚⽥バンクのファンを増やすために、⼤地の芸術祭と連携したツーリズムの開催、⽥植えや
稲刈りといった⽶作り体験イベントの他、⾸都圏などでPRイベントを定期的に開催している。

 同法⼈の棚⽥バンクは、全国から出資を募り棚⽥の⽇常管理の
活動に充てている。棚⽥の⾥親会員は、棚⽥での⽶作り作業を
通じて、中⼭間地域での農法や農村⽣活の知恵を地元農家から
直接学ぶことができる。また、⾥親になった⾯積・収量に応じ
て⽶を配当している。

 年会費（直近では、⼀般会員300⼝、企業14⼝分）で得た売上
は、耕作に係る⼈件費（⼥⼦農業実業団チーム「FC越後妻有」
などが担当）や農機の購⼊・修繕費に充て、活動を推進してい
る。また、⼗⽇町市のふるさと納税の返礼品として、棚⽥バン
クの「⾥親」となる権利が採⽤されている。 棚⽥オーナーの⽶作り体験
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 ⽯川県能美市国造地区では、地域住⺠と消費者、能美市農林課、北陸先端科学技術⼤学院⼤学との議論か
ら、⺠家の庭先に多く植えられていたゆずをテーマとした地域おこしが始まり、1981年に国造柚⼦⽣産組
合の⺟体となる⽣産者グループが設⽴された。

 地域の農家は、安全・安⼼なゆずを⽣産し消費者に提供したいという思いが強く、⼀貫して農薬不使⽤・
有機肥料による栽培を実施している。

 約２haの国造ゆず団地で⽣産されたゆず果実の販売に加え、⼀次加⼯の
ゆず果汁や搾汁後のゆず⽪の販売、ゆず⽪を利⽤した6次化産品の販売
ロイヤリティ等を収⼊源としている。

 近年は地域協議会と連携し、バラバラだった国造ゆずのファンやサポー
ターをつなげる組織づくりや情報発信等を推進。併せてゆずの価値の情
報発信に⼒を⼊れたところ、農薬不使⽤のゆずを求める個⼈消費者、事
業者が増加。平成29年以降、ゆずや果汁の完売が続いている。

農薬不使⽤でつくるゆず

 同組合では、持続的にゆずの魅⼒づくりを進めるために、⽣産や加⼯等の事業者間の連携だけではなく、
ゆずに関する農業体験やゆずこしょう等の調理体験、国造ゆず祭りでの農家販売⽀援等の機会を活かし
つつ、個⼈がベースとなったサポーター組織を形成している。

 国造ゆずの価値を伝えるwebサイト（http://yuzuironokuni.com/）を制作し、市外に向けて積極的な情
報発信を可能とする情報プラットフォームとして活⽤している。

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

アートやスポーツなど、地域活性化プロジェクトを⼊⼝にして、棚⽥オーナー制度への関⼼を喚起
しよう。

ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

新潟県NPO法⼈越後妻有
⾥⼭協働機構

ファンを増やして棚⽥を守る

事業主体 展開エリア

⽯川県国造柚⼦
⽣産組合

農薬不使⽤ゆずのファンを組織化する

バラバラだったファンやサポーターをつなごう。そのための仕組みをつくろう。ヒント！
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 在来野菜種の保全は、遺伝資源の多様性を確保することにつながり、気候変動など将来の環境変化への対
応⼒を維持していく上で、重要な取組の⼀つとなっている。

 あいち在来種保存会では、昭和50年代半ばより知多半島の在来野菜種の保全に着⼿。現在では、愛知県が
認定した21品⽬35品種の「あいちの伝統野菜」の採種、保全活動を⾏っている。⾃治体とも連携し、⽣産
機能が低下し絶滅が危惧される伝統野菜の種⼦情報を⽣産者・消費者双⽅に広める活動を⾏っている。

 あいち在来種保存会では、伝統野菜の保全には、⽣活者の理解と共感が重要
と考え、「産地の⼈や⾵⼟、⾷⽂化を育ててきたストーリーを持つ野菜である
こと」「⼀年のうち限られた時期しか⽣産できない“旬を感じる野菜”である
こと」を伝える講座等に加え、⾷イベント、播種体験 ・収穫体験等を実施。

 あいち在来種保存会では、⽣産物の販売と講師料を主な収⼊源とし、 「伝統
野菜」の採種、保全活動を継続している。

 ⽣産物については、伝統野菜を⾷材とする⾷イベント・料理教室への販売や、
スープやハンバーグなどの加⼯品の原材料としても販売。

 伝統野菜をテーマとした講座・講演を開催しており、2012年以降、伝統野菜関
連の⾷イベントを地元で22回、名古屋市内で7回、江⼾東京野菜とコラボして
東京都内で4回開催した。

 耕作放棄地をワイン⽤のブドウ畑とするとともに、その適切な維持管理
を⾏うことで、⽣物多様性の維持・向上に貢献している。

 同社では、年数回の草刈りなどの⽇常作業を確実に継続するとともに、
その効果の拡⼤を図るために、社員やNPO・ボランティア等連携した植
⽣再⽣活動などによる貴重種の保護等にも取組んでいる。

 太陽光線を遮る棚栽培のブドウとは異なり、椀⼦ヴィンヤードのブドウは適度に下草を⽣やすよう維持
管理する必要がある垣根栽培であることから、本業の取組がそのまま⽣物多様性維持に繋がっており、
CSV（共通価値の創造）の事例となっている。

椀⼦ヴィンヤード

 キリンホールディングスのグループ企業・メルシャンは、上⽥市丸⼦地区陣場台地に、遊休荒廃地を造成
したワイン⽤の⾃社管理ブドウ畑「椀⼦（マリコ）ヴィンヤード」を開場（2003年）。

 約29haに及ぶブドウ畑の広⼤で美しい景観から、⽣態系サービスなどの価値があるのではないかと考え、
（国研）農研機構と共同で調査をしたところ、豊かな⽣態系（※）を育んでいることがわかった。
※ベニモンマダラ、ウラギンスジヒョウモン（以上、昆⾍）、ユウスゲ（キスゲ）、メハジキ、スズサイコ（以上、植

物）といった国レベルの希少種を含む昆⾍168種、植物258種を確認

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

本業のなかで環境に良い取組を⾒つけ出し、⼤きく育て、輪を広げよう。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

⻑野県キリンホールディングス
、メルシャン

農地の維持管理の⼯夫で⽣物多様性を向上

事業主体 展開エリア

愛知県あいち在来種
保存会

共感を育み、在来野菜種の保全につなげる

「知る」「⾷べる」「体験」などの機会を総動員して、共感を育もう。ヒント！
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 滋賀銀⾏では1990年代から、環境分野を成⻑産業領域として捉え、「エコ・クリーン資⾦」（1998年
〜）、「エコプラス定期」（2003年〜）などを取扱ってきた。2000年代後半からは、その活動をより⼀
層加速化し、環境会計の導⼊、エコビジネスマッチングの開催などの先導的な取組を全国に先駆けて実施
している。

 2019年4⽉にスタートさせた第7次中期経営計画では、⻑期ビジョンとして「サスティナビリティビジョ
ン」を⽴案し、3つの重点項⽬の⼀つに「地球環境の持続性」を掲げるなど、社会的価値と経済的価値の
創造・両⽴を⽬指す経営姿勢を明確化にし、地域におけるSDGsの推進役としての役割を担っている。

 同⾏では、地域の企業が環境に良い取組を事業に取り⼊れやすいよう、
さまざまな環境⾦融に取組んでいる。

 同⾏独⾃の環境格付けに基づき、融資先の格付け・診断を⾏うととも
に、それと連動した融資（利⼦を優遇）を実施。これまでに1,883件、
371億円（2019年3⽉末）の融資が⾏われた。

 SDGsに貢献する新規ビジネスを応援する融資商品の取り扱いや、
SDGsビジネスの販路開拓や技術提携を後押しするSDGsビジネス・
マッチングフェア、GAP認証取得サポート事業なども実施。

 同⾏では、役職員⾃らが⽣物多様性保全の活動に取り組むなど、環境経営が⽂化として根付いている。ま
た、地域密着型の融資やボランティア活動を数多く実施しており、地域全体の持続性向上に先導的な役割
を果たしている。

同⾏の独⾃の環境格付

 三重県多気町勢和地区で地域づくりに取り組む⼀般社団法⼈ふるさと屋では、⽔⼟⾥ネット⽴梅⽤⽔など
と連携し、⽤⽔路を使った⼩⽔⼒発電機や⼩型の太陽光パネルを活⽤して、環境に配慮した発電を⾏って
いる。

 同法⼈では、これらの再⽣可能エネルギーを使って超⼩型電気⾃動⾞を運⽤し、農村福祉事業（農村内の
定期巡回、⾼齢者や⼦供の⾒守り、獣害パトロール、防災対策など）を実施。これらの取組は、地域の歴
史資源や農業⼟⽊遺産と相まって、全国からの視察者等を⽣み出している。

 同法⼈では、契約栽培や体験型農業、地域内ツアーといった都市農村
交流や企業連携に加え、視察研修、オリジナル商品の販売などから得た
収益を、農村福祉事業の活動資⾦とし地域に還元している。

 視察研修については、約200名程度の実績（2019年度）があったことか
ら、今後は独⾃のスマートフォンアプリの開発などICTの活⽤を積極的
に図ることで関係⼈⼝の増⼤を⽬指し、視察等の受⼊数をさらに増やす
予定。

 同法⼈では、地域の⽂化資源など地域にある資源を⽣かし、「環境」「ICT」といった新たなテーマに継
続的に取組むことで交流⼈⼝の増⼤を図っている。

再⽣可能エネルギーで動く
超⼩型電気⾃動⾞

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

先進的な環境に良いに取組を⾏い、視察等の交流⼈⼝を⽣み出そう。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

三重県⼀般社団法⼈
ふるさと屋

環境貢献活動で交流⼈⼝を育む

事業主体 展開エリア

滋賀県ほか滋賀銀⾏環境ビジネスを成⻑産業ととらえて後押し

環境⾦融の充実により、地域企業の環境の取組を応援しよう。ヒント！

リーダー層を始め、みんなが積極的に関わることで、環境への取組を組織⽂化にまで⾼めよう。ヒント！
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 滋賀県では、2003年に「滋賀県環境こだわり農業推進条例」を定め、化学合成農薬や化学肥料の使⽤量を
通常の５割以下に減らし、琵琶湖等の環境保全に資する⽅法で⽣産された農産物を「環境こだわり農産
物」として認証し、⽣産拡⼤、販売促進を進めている。

 ⽔稲については、2018年に「環境こだわり⽶」の割合が作付⾯積の44%にまで拡⼤したことを背景に、
2019年から新たに「ブランド⼒向上、消費拡⼤、環境負荷の低減」にむけた象徴的な取組として、近江⽶
振興協会、全農しが、パールライス滋賀による滋賀県県域のブランド⽶「オーガニック近江⽶」を推進す
る取組が開始された。

 産地が⼀丸となった県内外PRや、産地としての取扱いロットの拡⼤により、量販店などの新しい販路
の開拓につなげている。

 「オーガニック⽶」の推進にあたっては、⽣産⾯では、収量や品質の低下とバ
ラつき、⽣産コストの増⼤など、販売⾯では、消費者への直接販売に伴う販路
開拓や商品・代⾦管理等の販売コストが課題となっていた。

 このため、滋賀県では⽣産の安定化に向け、⽣産者間の情報交換等による相互
研鑽や県試験研究機関、技術普及組織、関係団体が連携し、⽣産者への技術⽀
援を⾏うとともに、県内全域で⽣産されたオーガニック⽶をJA等の集荷事業者
が集荷し、県内の精⽶事業者が「オーガニック近江⽶」として精⽶・商品化し、
既存の流通網を活⽤した販路開拓・販売を⾏うことで、個々の⽣産者の負担を
軽減している。

「オーガニック近江⽶」

 滋賀県では、昭和40年代より⽣産性向上等を⽬的として圃場整備が図られる⼀⽅、琵琶湖の⿂が⽥んぼ
に遡上しにくくなったことから、湖⿂が産卵・成育できる環境を取り戻すため、県主導で「「⿂のゆりか
ご⽔⽥プロジェクト」に取り組んでいる。

 滋賀県独⾃の認証制度である「環境こだわり農産物の認証を受けていること」、「⿂道や附帯施設を適正
に設置・管理していること」、「⿂の⾚ちゃんが⽥んぼで繁殖しているか」、「⿂の⾚ちゃんが琵琶湖に
帰れるように、溝切りをする、などの⼯夫をしていること」をクリアした⽶を、「⿂のゆりかご⽔⽥⽶」
として県内の複数のJAで販売。

 JAと県等が連携して、⿂のゆりかご⽔⽥で栽培された⽶を「⿂のゆりかご
⽔⽥⽶」としてブランド化。認証を受けている⽔⽥⾯積は119ha（令和元
年）。

 JAが通常の⽶より60kgあたり500円〜1000円程度⾼く買い取ることや、JA
と県が共同で販路を開拓していることなどから、 「⿂のゆりかご⽔⽥⽶」
の取組⾯積は増加している。

 環境に配慮した農産物を⽣産する農家の収⼊増となるよう、通常より⾼い価格の買い取りや、販路開拓を
⾏うなど、県とJAが売る仕組みの整備や、対外的なPRを先導している。

⿂のゆりかご⽔⽥⽶

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

⾃治体やJAが先頭に⽴って、環境に配慮した農産物を⾼く売る仕組みをつくろう。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

滋賀県滋賀県「⿂のゆりかご⽔⽥⽶」をJAが⾼く買い取る

事業主体 展開エリア

滋賀県近江⽶振興協会
ほか

産地⼀体でのブランド化で価値を上げる

産地が⼀丸となることで、ブランド⼒、⽣産⼒、販売⼒をアップさせよう。ヒント！



 ⽣産した棚⽥⽶を販売するとともに、お中元、お歳暮商品づくり
へとつなげている。顧客からも⾼い評価を受けており、売れ⾏き
は好調、リピーターも多い状況である。

 同社では社員が主体性を持って⽶づくりから商品化、販売までを
⾏うことで商品知識を深めるとともに、⽣産地の現状・課題・苦
労・喜びなどを学び、商品開発や接客販売等に活かしている。

 同社ではこうした取組の幅を広げ、現在、「⼋⼥茶」、「福岡天
神はちみつ」においても社員参加型の商品開発を⾏っている。

 同社では、社員が⽣産の現場を知り、棚⽥の抱えている問題や棚⽥⽶の美味しさを伝えることで、顧客か
ら⽀持される商品の開発へとつなげている。また社員のモチベーションアップにもつながっている。

 百貨店の株式会社岩⽥屋三越では、顧客の質問・要望にその場で対応できることが実店舗の強みと考え、
さまざまな催物やイベントの実施に加え、商品が作られる背景や歴史を伝えることを重視している。

 2017年に「岩⽥屋三越ファーム 」 プロジェクトを⽴ち上げ、昆⾍、⽔⽣⽣物、植物など多種多様な⽣物
を育む棚⽥で⽶づくりを開始することとした。平地の⽔⽥に⽐べて労⼒の負担が⼤きいことから耕作放棄
されやすい棚⽥の維持に貢献するとともに、営農経験等を踏まえた商品開発や商品説明などを進めている。

 棚⽥⽶の作付⾯積は、2017年の約3,000㎡から年々拡⼤し、2019年には約8,000㎡となっている。

岩⽥屋三越ファーム 棚⽥⽶
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 同法⼈の主な収⼊は、会費、⽣産された⽶の認証料（⽊村式⾃然栽培
であることの認証）、販売⼿数料。安定的な販売のために、株式会社
やまとが運営する「すし遊館」（8店舗）などの寿司店、幼稚園・保
育園、テレビショッピング等の販路を確保している。付加価値をより
⾼めるため、⽇本酒、味噌、発芽⽞⽶ごはん、⽢酒、酵素⽞⽶粉、
⽞⽶⿊酢なども共同開発しており、⽥植えの時点ではすでにほぼ全量
の買い⼿がついている。

 こうしたことを背景に、同法⼈では、60㎏当たり平均2万円前後で
農家から⽶を仕⼊れており、低収量でも農家の収⼊が安定する仕組み
としている。

 同法⼈の理事⻑が「伝道師役」となって、「環境の保全と経済の拡⼤の両⽴」などの価値を掲げ積極的な
情報発信を⾏うことで、 それに賛同する販路を⽥植え前に確保している。

岡⼭県⽊村式⾃然栽培のたんぼ

 ⽣産者、流通業者、消費者が参画するNPO法⼈岡⼭県⽊村式⾃然栽培実⾏委員会は、2010年から岡⼭県
内で、⽣産者・JA・パールライス・全農・取引先（販売・加⼯会社）・消費者と連携し、肥料・農薬・除
草剤を使⽤しない⽶づくりを進めている。同法⼈と協業する⽣産者数は2019年度現在97⼾。圃場数は約
500枚、⾯積は約83ha、⽣産量は⽶3,541俵（約213トン）となっている。

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事前に価値観に共鳴する“買い⼿”や協⼒者などを確保しよう。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

岡⼭県NPO法⼈岡⼭県
⽊村式⾃然栽培

実⾏委員会
価値観を訴求し⽥植え時点で販路を確保

事業主体 展開エリア

福岡県株式会社
岩⽥屋三越

社員の環境活動を商品開発に活かす

実際に体験してみよう。体験したことを伝えることで、顧客の⼼をつかもう。ヒント！

付加価値を農家へ還元し、環境に良い取組の裾野を広げよう。ヒント！



 熊本県⼩国町では、⾯積の約8割を占める豊かで広⼤な森林を適切に管理・保全するとともに地域活性に
係る取組を進めるため、2010年3⽉、九州の⾃治体としては初めてカーボンオフセットクレジット（J- ク
レジット）制度における森林吸収クレジットを取得した。

 同町が取得したJ-クレジットは、CO2排出量を減らしたい全国の企業や団体へ販売している。同町では、
2020年3⽉までで累計約1,250トン ‒CO2 分のJ-クレジットを販売することで、森林資源を活かしながら、
全国の地球温暖化対策に貢献している。

 同町では、本取組の経験を活かしつつ、ヒト＝「コミュニティ⼒」、モノ＝「地域資源」、カネ＝「研
究と採算性」を軸とした活動を展開している。上記のように本事業で得た収⼊も、他地域の企業や⾃治
体などとの連携などへ継続的に再投資し、“環境モデル都市” “SDGs未来都市”の取組へとつなげている。

 同町では、ブランド⼒の⾼い企業等や全国の⾃治体にJ‐クレジットを販売。
2016年から2018年の3年間で得た約3百万円の収⼊を、 森林と環境の啓発
活動や、都市部など町外の住⺠を対象としたエコツアー（植林、⽊材と⼩
国町を堪能する体験活動を実施）などの活動資⾦として活⽤している。

⼩国町のカーボンオフセットの仕組み
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 2009年に⻑崎県対⾺市上県町佐護地区の農家や住⺠が⽴ち上げた佐護ヤマネコ稲作研究会は、同地域のみ
に⽣息し、絶滅が危惧されるツシマヤマネコ（ベンガルヤマネコの亜種）の⽣息地保全活動をしている。

 ツシマヤマネコの⽣息地の⽥んぼを、⾃主的な栽培基準を決めて認定⽥とし、減農薬栽培による⽶づくり
を⾏っている。餌となる⽣き物を増やすことで、ヤマネコを始め、野⿃などの野⽣動物が⽣息しやすい環
境の維持・創出を図っている。⽣き物調査を年3回実施し、取組の効果を調査している。

 ヤマネコの保全、減農薬などの価値を訴求することで、通常の倍近くの販売価格を設定。2017年に⾃然保
護協会による⽇本⾃然保護⼤賞を受賞するなど、社会的な評価も受けている。

減農薬栽培による⽶づくり

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

環境⾯の価値に共感する⼈を⾒つけて販売しよう。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

⻑崎県佐護ヤマネコ
稲作研究会

ヤマネコ保護への共感で販路を確保する

事業主体 展開エリア

熊本県熊本県⼩国町森林の⼒を経済価値に変える

CO2の吸収を始めとして、環境教育や観光、健康などの視点から、森林の価値を再発⾒しよう。ヒント！

活動で得た資⾦を再投資し、より⼤きな活動へと導いていこう。ヒント！

 ⽣産したヤマネコ⽶は、付加価値（5kg袋3,000円）をつけて島内外に
販売し、その⼀部を事務局運営や販売窓⼝業務の⼈件費などの活動費
に充てている。⼀般的な通信販売、⼩売販売、卸売販売に加え、那須
動物王国、神⼾どうぶつ王国、ヤマネコがいる動物園など、ツシマ
ヤマネコの保全への共感を抱きやすい施設へ販路を広げている。

 また、グッズの販売（ヤマネコ⽶のパッケージイラストを使った弁当
箱や⾵呂敷、エコバッグ等）、⽥んぼのオーナー制度と関連イベント
開催（オーナー約50名）など、多様な収⼊源を確保している。



 家畜の飼育過程で発⽣する⼤量の糞尿の処理は、悪臭、温室効果ガスの排出、地下⽔汚染など、環境への
悪影響が懸念される⼯程となっている。株式会社ムスカは、選抜交配された「イエバエ」を使うことで、
1週間程度で家畜糞尿を良質な有機肥料や飼料へと変えるバイオマスリサイクルシステムを開発。

 イエバエの幼⾍を乾燥させることでの飼料化、幼⾍の排泄部を活⽤した肥料化など、⽣物の機能に着⽬し
た新たな技術により、再⽣可能な循環システムを構築している。

 同社では、約50年間1,200世代にわたる選抜交配により、産
業化に向け必要な能⼒を⾼めたイエバエを保有し、畜産糞尿
などの有機廃棄物から、畜産業や養殖業向けの飼料として有
機肥料や動物性たんぱく質を活⽤する事業の計画を進めてお
り、完全循環型農業を⽬指すInsect-Tech（昆⾍テクノロ
ジー）企業として⼤きな注⽬を浴びている。

 具体期には、飼料および肥料販売費、有機廃棄物処理費を得
ることで運営する処理プラントを構想しており、同社はプラ
ント⾃体の販売やその運営管理、処理を⾏うイエバエの卵の
供給等を⾏うビジネスモデルとしている。

イエバエによるバイオマスリサイクル
システムのフロー
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 ⼤分県⾅杵市では、環境負荷を低減し地域の⾵⼟や⾃然環境を守るという観点から、フードマイレージ
（⾷料の移動距離）が短い地産地消と⾅杵市の⾵⼟を活かした有機農業を推進している。

 平成２２年度には、「⾅杵市⼟づくりセンター」を建設・運営し、完熟堆肥「うすき夢堆肥」の供給体制
を整えるとともに、化学肥料を使わないで育てた「ほんまもん農産物」を市⻑が認証し、販売網を確保す
ることで有機農業が経済的に成り⽴つ環境を整えている。

 農産物の価値が⼀⽬で分かるよう「ほんまもん農産物」認証シールを貼っている。⾷育やWEBサイト、
テレビ番組、関連映画などを通して、認証の価値を継続的に発信することで、ほんまもん農産物取扱店は
ここ5年で6店舗から21店舗へと増加。

 ｢うすき夢堆肥｣等の完熟堆肥で⼟づくりを⾏い、化学肥料・化学合成
農薬を使わずに圃場で⽣産される農産物を「ほんまもん農産物」とし
て認証。

 ⾅杵市の⼩学校、中学校では、市内の約70⼾の農家の協⼒を得て給⾷
で使⽤する野菜の約40％を地元産でまかなうなど、⽣産者と⾃治体が
⼀緒になって、地産地消型の販売先を確保している。

継続的に「有機」のPRを⾏う

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

⽣産者と地域が⼀丸となって、⾝近なところで、環境に配慮した⽣産物の販売先を確保しよう！ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

⼤分県⾅杵市有機
農業推進室

「ほんまもん農産物」を地域で⾷べる

事業主体 展開エリア

宮崎県株式会社ムスカ昆⾍テクノロジーで畜産糞尿を商品に

新たな技術を活⽤し、廃棄物を価値あるものに変えよう。ヒント！

認証づくりで終わらせない。継続的に価値を伝えていこう。ヒント！



 同社ではブロックチェーン技術等を利⽤して、綾町の有機野菜のサプライ
チェーン全体を可視化し、エシカルな⾏動を促す以下の実証実験を⾏った。

・⽣産：各⽣産者の⽣産履歴や⼟壌品質検査の結果の記録と可視化
・流通・物流： IoTセンサーによる照度・加速度・温度の記録と可視化
・レストラン：価値を伝えるメニュー表現
・消費後：注⽂客からの情報拡散分析、⽣産者へのフィードバック

 同社では、こうした経験を活かし、⽣産履歴や取引状況の可視化を⽬的と
した農業データ流通基盤を開発し、農業関係者への提供を予定している。

 ⽣産者の考え⽅等を分かりやすく伝えるため、栽培している⼟壌や輸送の状況を“数字”で伝える、関連す
るSDGsターゲットと紐づけするなどの取組をしている。

トレーサビリティ実証実験のイメージ

 ⼤淀川⽔系の上流部に位置する宮崎県綾町では、「⽣物多様性を壊さず、川の中流・下流域に迷惑をかけ
ないように」との思いから、1979年に⾃然⽣態系農業推進条例を制定し、無農薬・無化学肥料等を前提
に、JAと町が共同で個別指導を⾏い、町独⾃の有機栽培による⾃然⽣態系農業を普及させている。

 収量が上がりにくい有機栽培では、農産物の販売価格を⾼く設定せざるを得ないケースもあることから、
株式会社電通国際情報サービスでは、有機栽培のより⼀層の普及のため、綾町役場と連携して、⽣産者の
思いや哲学をわかりやすく伝え、価格以外の価値を訴求する取組を進めている。
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 宮崎県⽇之影町は、古くから稲作を中⼼とした農業が盛んで、平成27年には「⾼千穂郷・椎葉⼭地域」と
して世界農業遺産に認定された。

 町内の⼤⼈（おおひと）地区には、先⼈が苦労の末に築いた農業⽤⽔路があるが、近年では⾼齢化や過疎
化により、その維持が困難になりつつあった。このため、地域内の資源を再度⾒直しし、農業遺産でもあ
る農業⽤⽔路を活⽤し、再⽣可能エネルギーの⼀つである⼩⽔⼒発電所を建設し、2017年より発電を開始。

 温暖化効果ガスを発⽣させない環境にやさしい電⼒を販売することで、その利益を農業⽤⽔の維持管理や
集落活性化活動に活⽤している。

 本取組は当初、地域の⽤⽔組合を⺟体としていたが、⾦融機関の融資を受けるために、農業協同組合を
設⽴。法⼈として事業が継続される仕組みを構築した。

 同組合では、⼩⽔⼒発電機にて、農業⽤⽔路の流量に会わせた発電を
⾏っており株式会社新出光に全量売電している。

 ⾦融機関への返済分や保守管理費等を除いた額が、⽤⽔路の維持や⼤
⼈地区に伝わる農村歌舞伎等の継承といった活動に使われている。

農業⽤⽔路を活⽤した⼩⽔⼒発電所

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

利⽤していない農村の価値を、環境に配慮しながら経済価値へと変えよう。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

宮崎県⼤⼈発電農業
協同組合

⼩⽔⼒発電の利益で⽔路を維持管理

事業主体 展開エリア

宮崎県株式会社電通⽣産者の”哲学”を可視化する

思いや“哲学”を、⾔葉だけではなく“数字”に語らせよう。ヒント！

事業推進と地域経営の⺟体となる組織体をつくろう。ヒント！



 同社は、⼟壌中の炭素貯留につながる多年⽣穀物「カーンザ」を原材料
としたビールや、持続可能な種のみを持続可能な個体数だけ捕獲し、
加⼯・⽣産したサーモン等を商品化し、販売している。

 また、こうした商品が選択されるよう、顧客とより深い結びつきを育む
ことを⽬指しており、製品やデザインだけではなく、その背景にある
価値観やストーリーを伝えていることを重視している。カタログやWEB
では、製品に加えて、環境やアクティビティに関するエッセイが数多く
掲載され、同社の考え⽅やメッセージを伝えている。

「カーンザ」を原材料としたビール

 アウトドア商品を取り扱うパタゴニア・インターナショナル・インク⽇本⽀社（本社：⽶国カリフォルニ
ア州）では、2016年から⾷料品（パタゴニア プロビジョンズ）の販売を⽇本国内で開始。2020年1⽉現
在、ビールやフルーツアーモンドバー、ムール⾙、サーモンなどを販売している。

 これらの⾷料品は、環境修復型の⽣産⽅式を採⽤する事業者から原材料を仕⼊れ、製品化し、販売されて
おり、「⾷べれば⾷べるほど、環境がよくなる」ことを⽬指す取組となっている。

 同社では、より多くの炭素貯留が可能となる⽅法で作られた農産物の調達を通じて、環境負荷の「低減」
からさらに⼀歩踏み込んだ「リジェネラティブ・オーガニック」農業を推進している。
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 ⿅児島銀⾏は、⼤⼿⼯場の撤退で地域の雇⽤創出の必要性に直⾯した⽇置市と、平成24年に「包括的業
務協⼒協定」を締結した。⽇置市が明治時代にオリーブ試験栽培地であったこと、近年のオリーブ需要の
⾼まりなどから、同⾏はオリーブ事業を市側に提案。加⼯販売を担う⿅児島オリーブ株式会社を、地元企
業とともに共同出資で設⽴した。

 同⾏では、⿅児島オリーブがオリーブオイルを製造する際に発⽣する「搾りかす」に着⽬し、廃棄ではな
く採卵鶏のえさとして活⽤する枠組みを構築し、⾷品加⼯残さ、廃棄コスト、飼料コストを削減している。

 ⿅児島オリーブでは、通常はコストをかけて廃棄する「搾りかす」を、地
域の社会福祉法⼈に安価で販売。社福法⼈側では「搾りかす」を採卵鶏の
えさとし、⽣産した卵を販売している。また、加⼯に使うオリーブは、市
内農家から固定価格で買い取るなど、農家経営の安定化にも配慮している。

 ⿅児島銀⾏では、事業者に関する情報とネットワーク⼒、信⽤⼒などを活
かすとともに、⾃ら出資という形で事業に参画することで、地域内で資源
と資⾦とが循環する仕組みづくりを先導・⽀援している。

 ⾷品加⼯残さに価値を⾒出すことで、資源や資⾦を地域内で循環させている。こうした取組を情報⼒等に
優れる地域銀⾏が先導している。

⽇置産オリーブ

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

⾷品加⼯残さなど、廃棄せざるを得なかった“モノ”の価値をもう⼀度考え直してみよう。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

⿅児島県⿅児島銀⾏⾦融機関が循環型経済をプロデュース

事業主体 展開エリア

全国パタゴニア・インター
ナショナル・インク

⽇本⽀社
調達から世界を変える

環境に配慮した作物を優先的に調達することで、SDGsを推進しよう。ヒント！

資源や資⾦が循環する社会づくりは、地域の⾦融機関など、地元をよく知る事業者が主役！ヒント！

環境に良い商品が顧客から選択されるよう、価値観やストーリーを伝えよう。ヒント！
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 同社では⾷品リサイクル法への対応や、廃棄コスト削減等の観点から、
⾷品残さの肥料化やその肥料を使⽤して⽣産・販売する循環型農業

「セブンファーム」を開始した。
 堆肥化施設が⽐較的近隣にある店舗においては、循環型農業を⾏うこと

で運搬費を含め経済合理性も⾼くなる場合がある。2019年2⽉末現在、
12拠点で循環型農業「セブンファーム」に取り組んでいる。

セブンファーム冨⾥

 セブン＆アイグループのイトーヨーカドーでは、店舗から出る⾷品残さを堆肥化するとともに、その堆肥
を使⽤して⽣産する循環型農業「セブンファーム」を東⽇本各地に展開している。

 セブンファームではGAP認証の取得や有機野菜の⽣産なども⾏っている。⽣産された野菜などは農場から
近いイトーヨーカドー店舗で販売するなど、地産地消型の農業を実施している。

 セブンファームで店舗由来の堆肥を使⽤する協⼒⽣産者は、イトーヨーカドーなど納品先が確保されてい
ることもあり、安⼼して循環型農業に参加できる環境が整えられている。

 海の森づくり推進協会は、コンブ等の海藻による「海の森づくり」を普及することで、磯焼けの被害を防
ぎ、沿岸域の⽔質浄化と⽔産資源増殖を図ることを⽬的として、2002年に発⾜した。現在は普及啓発活
動に加えて、全国の沿岸地域を対象にコンブやワカメの種⽷の販売を⾏っている。

 海の森づくりを推進し、コンブ等を増やすことで、ブルーカーボン（海洋⽣態系に蓄積される炭素）の増
⼤や酸素の供給、さらには多様な⽣物を育む藻場・産卵場・ 揺籃場の強化などに貢献している。

 同協会は、「海の森づくり」に必須となるコンブ種⽷の斡旋と年1
回の海の森づくりシンポジウムを実施。シンポジウム参加費や会費
収⼊、広告費、寄付⾦を得て活動を継続している。

 同協会が1994年発⾜以来⾏ってきた「⼤規模海中林造成」や「⽣産物の利活⽤」については、コスト
や現地でのマンパワー等が必要となることから、現在は海藻養殖業者活動を委ねている。⼀⽅、同協議
会では、 2016年から普及啓発の核となる種⽷斡旋とイベント開催に特化した活動を実施している。

同協会が販売しているコンブ種⽷

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

マンパワー等が不⾜し始めたら、需要な事業に「選択と集中」することも、有効な⼿⽴ての⼀つ。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

全国海の森づくり
推進協会

種⽷で環境貢献と資⾦捻出を両⽴

事業主体 展開エリア

全国株式会社セブン＆アイ
・ホールディングス

「販売」側が取り組む循環型農業

購買者に最も近い販売・流通事業者が変化すれば、⽣産者も変わる。ヒント！

環境に貢献する「種」を拡げることを収⼊源にすることで、事業をCSV化しよう。ヒント！



・「The ⾃然資本〜⽣物多様性保全の経済的連携に向けて〜」農林⽔産省環境政策室
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/s_keizai_renkei.html

・「⽣態系ネットワーク財政⽀援制度集〜川・森・農地・海の⾃然をつないで地域を豊かに
〜」農林⽔産省環境政策室
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/houkokusyo/report2.html

・「SDGs×⾷品産業」農林⽔産省⾷料産業局
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/sdgs/index.html
⾷品業界の積極的な参画が進むことを⽬指し、既に実践的にSDGsに取り組んでいる⾷品事業
者の取組や関連施策を中⼼にSDGsと⾷品産業のつながりを紹介。

・農業⼥⼦が取り組むSDGs農林⽔産省経営局
https://nougyoujoshi.maff.go.jp/sdgs-home/

・「すべての企業が持続的に発展するために」ー持続可能な開発⽬標（SDGs）活⽤ガイドｰ環
境省
https://www.env.go.jp/policy/SDGsguide-honpen.rev.pdf

・「SDGs経営ガイド」経済産業省
https://www.meti.go.jp/press/2019/05/20190531003/20190531003.html

・「農林⽔産業みらい基⾦」
http://www.miraikikin.org/

・「地⽅創⽣応援税制（企業版ふるさと納税）」
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/kigyou_furusato.html

その他、こちらのページから関連リンク集を⾒ることができます。
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/kankyogijyutuSDGs/index.html
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６．参考情報



持続可能な開発⽬標 17のゴール
（「我々の世界を変⾰する：持続可能な開発のための2030アジェンダ」(外務省仮訳)より）

2. 飢餓をゼロに
飢餓を終わらせ、⾷料安全保障及び栄養改善
を実現し、持続可能な農業を促進する。

3. すべての⼈に健康と福祉を
あらゆる年齢のすべての⼈々の健康的な⽣活
を確保し、福祉を促進する。

5. ジェンダー平等を実現しよう
ジェンダー平等を達成し、すべての⼥性及び
⼥児の能⼒強化を⾏う。

4. 質の⾼い教育をみんなに
すべての⼈に包摂的かつ公正な質の⾼い教育
を確保し、⽣涯学習の機会を促進する。

6. 安全な⽔とトイレを世界中に
すべての⼈々の⽔と衛⽣の利⽤可能性と持続
可能な管理を確保する。

7. エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

すべての⼈々の、安価かつ信頼できる持続可
能な近代的エネルギーへのアクセスを確保す
る。

８. 働きがいも 経済成⻑も
包摂的かつ持続可能な経済成⻑及びすべての
⼈々の 完全かつ⽣産的な雇⽤と働きがいのあ
る⼈間らしい雇⽤(ディーセント・ワーク)を促
進する。

９. 産業と技術⾰新の基盤をつくろう
強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂
的かつ 持続可能な産業化の促進及びイノベー
ションの推進を図る。

１. 貧困をなくそう
あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わら
せる。

10. ⼈や国の不平等をなくそう
各国内及び各国間の不平等を是正する。

11. 住み続けられるまちづくりを
包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）
で持続可能な都市及び⼈間居住を実現
する。

12. つくる責任 つかう責任
持続可能な⽣産消費形態を確保する 。

13. 気候変動に 具体的な対策を
気候変動及びその影響を軽減するための
緊急対策を講じる。

14. 海の豊かさを 守ろう
持続可能な開発のために海洋・海洋資源を
保全し、持続可能な形で利⽤する。

15. 陸の豊かさも 守ろう
陸域⽣態系の保護、回復、持続可能な利
⽤の推進、持続可能な森林の経営、砂漠
化への対処、ならびに⼟地の劣化の阻
⽌・回復及び⽣物多様性の損失を阻⽌す
る。

16. 平和と公正を すべての⼈に
持続可能な開発に向けて平和で包摂的な
社会を推進し、すべての⼈に司法へのア
クセスを提供するとともに、あらゆるレ
ベルにおいて効果的で責任ある包摂的な
制度を構築する。

17.  パートナーシップで
⽬標を達成しよう

持続可能な開発のための実施⼿段を強化し、
グローバル・パートナーシップを活性化す
る。
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農林⽔産省 ⼤⾂官房政策課 環境政策室
令和元年度環境のための農村×SDGsビジネスモデルの構築に
向けた調査委託事業
委託事業者︓株式会社NTTデータ経営研究所




